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令和６年度６月補正予算案の概要 

 

 

一 総  括 

 

（一般会計補正予算（第 5号））                   （単位：千円、％） 

 

区 分 

 

既 定 予 算 額 

6月補正 

予算額 

(第 5号) 

6月現計 

予算額 

（A） 

令和 5年度 

6月現計予算額 

（B） 

 

(A)/(B) 

 

総 額 

 

 

514,548,193 

 

19,335,723 

 

 

533,883,916 

 

550,478,482 

 

97.0 

 

 

 

 

二 主要事業 

 
 

１ 人口減少危機対策 
 

  ○ ○新人口減少危機対策支援事業費                  21,348千円  

県と市町村が連携して人口減少危機に対応するため、地域の実情に応じた市町村の取り

組みを支援する。 

1 支援事業費補助金                             20,000     

県や専門家の支援に基づき市町村が行う先進的・モデル的な取り組みに対し助成す

る。 

   補助率  1/2 

   補助額  1市町村当たり5,000,000円上限 

2 専門家派遣事業費                       1,348     

 

○ ○新人口減少危機対策パブリック・コミュニケーション高度化事業費   4,334千円  

施策に対する若者の理解を深め行動変容につなげるため、地域で発信力のある者をアン

バサダーに任命し、当事者目線の情報発信を行う。 

 事 業 内 容  ＳＮＳ等を活用した情報発信 啓発イベントの開催 

 

○ ○新男性育児休業取得促進事業費補助金                5,000千円  

子どもを産み育てやすい社会を実現するため、男性従業員が育児休業を取得しやすい職

場環境づくりに取り組む中小企業者等を支援する。 

（財源：デジタル田園都市国家構想交付金） 

 事 業 内 容  従業員向け研修、業務改善に向けたコンサルティングの実施等 

 補 助 率  1/2 

 補 助 額  1事業者当たり200,000円上限 
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  ○ ○新女性デジタル人材育成・就労支援モデル事業費          11,402千円  

非正規雇用労働者の正規雇用化を促進するため、子育て等で時間的制約の多い女性のラ

イフスタイルに寄り添った人材育成や就労支援の在り方を検証する。 

（財源：デジタル田園都市国家構想交付金） 

 事 業 内 容  デジタルスキル習得のためのオンライン研修、研修修了者への就労支援

の実施 

 

  ○ ○新やまなし人材定着奨学金返還支援事業費             5,876千円  

中小企業の人材確保と若者の県内定着を促進し、出生率向上につなげるため、新たな奨

学金返還支援制度を創設する。 

 事 業 内 容  制度の周知・広報 募集用ホームページの開設等 

 対 象 者  日本学生支援機構第一種及び第二種奨学金の貸与を受けた大学生等のう

ち県と協調して返還支援を行う中小企業に就職する35歳未満の者 

 助 成 対 象  就職後8年分の奨学金返還金 

 助 成 額  奨学金借入総額の1/2(上限1,200,000円) 

 企業負担額  助成額の1/2 

 支 給 要 件  県内に居住し、県と協調して返還支援を行う中小企業の県内事業所に一

定期間勤務すること 

  

  ○ ○新やまなしＫＡＩＴＥＫＩ住宅相談窓口設置事業費          8,696千円  

住宅取得を希望する子育て世帯等を支援するため、ワンストップ型の相談窓口を設置す

る。 

 

  ○ ○新中古住宅等活用促進事業費                    4,127千円  

子育て世帯等が良質かつ安価な住宅を取得できるよう、中古住宅等の活用促進に向けた

普及啓発を行う。 

（財源：社会資本整備総合交付金） 

 事 業 内 容  啓発動画の制作 セミナーの開催等 
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２ その他主要事業 
 

  ○ ○新再配達削減推進事業費補助金                  90,000千円  

物流業界の働き方改革に対応した消費者の行動変容を促進するため、市町村が行う宅配

ボックスの購入支援に対し助成する。 

 補 助 率  1/2 

 補 助 額  1世帯当たり5,000円上限 

 

  ○ ○新物流2024年問題影響調査費                   5,047千円  

トラックドライバーへの労働時間規制の適用に伴い懸念される物流の停滞への対策を講

じるため、本県物流の特徴や規制適用の影響等を調査する。 

 

  ○ ○新小淵沢エリア振興ビジョン策定事業費                9,574千円  

小淵沢エリアの高付加価値化と持続的な発展を図るための振興ビジョンを策定する。 

（財源：諸収入） 

 

  ○ 富士山巡礼路保全活用推進事業費                 18,502千円  

富士山の文化的価値への理解を深めるとともに、観光客の分散化を図るため、麓からの

登山を普及する取り組みを行う。 

（財源：富士山吉田口県有登下山道整備等事業基金繰入金） 

 事 業 内 容  現地調査の実施 検討会の開催 記録動画の制作 

 既定予算額   6,999 

 補 正 額  18,502 

   計    25,501 

 

  ○ 富士五湖自然首都圏フォーラム運営事業費              3,375千円  

域内外の民間との連携により地域の高付加価値化を図るため、観光リゾート地と首都圏

機能を融合させた「自然首都圏」の実現に向けたフォーラムを運営する。 

 事 業 内 容  ○新専門家による事業計画への助言 

 既定予算額  19,768 

 補 正 額   3,375 

   計    23,143 

 

  ○ ○新山梨県忠清北道姉妹県道ワイン交流事業費             1,980千円  

忠清北道との互恵関係を強化するため、現地生産者等との交流や県産ワインの現地プロ

モーションを行う。 

 

  ○ ○新新事業共創プラットフォーム運営事業費              9,240千円  

幅広い分野での事業創出を促進するため、多様な関係機関が連携して伴走支援を行う体

制を整備する。 

 事 業 内 容  専門家による支援策の検討 マッチングの実施等 
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  ○ ○新孤独・孤立実態調査費                     4,937千円  

誰一人取り残さない地域社会の実現に向け、より効果的な対策を講じるための調査を実

施する。 

（財源：孤独・孤立対策推進交付金） 

 

  ○ アール・ブリュット等文化芸術活動支援事業費            5,500千円  

障害者が心豊かに生きがいをもって生活できるよう、デジタル技術の活用により文化芸

術活動への参加を推進する。 

（財源：身体障害者福祉費補助金） 

 事 業 内 容  ○新企画展のデジタル空間での公開 

 既定予算額   8,242 

 補 正 額   5,500 

   計    13,742 

 

  ○ 地域医療介護総合確保基金事業費(医療)              77,254千円  

効率的かつ質の高い医療提供体制と地域の包括的な介護支援・サービス提供体制を構築

するための事業を実施する。 

（財源：地域医療介護総合確保基金繰入金） 

 Ⅰ 病床の機能分化・連携の推進                                  77,254     

1 病床機能再編推進事業費                66,120         

  地域医療構想の実現に向けた病床の再編を推進するため、削減した病床数に応じ給

付金を支給する。 

 

 

 

 

 

 

 

2 ○新峡南南部医療体制再編支援事業費補助金        11,134         

  峡南南部地域の医療提供体制を確保するため、地域医療連携推進法人が行う病院等

の再編に向けた取り組みに対し助成する。 

  補助先  一般社団法人みなみやまなし(仮称) 

  補助率  2/3 

 

  ○ ○新ＤＰＡＴ体制強化事業費補助金                  16,000千円  

災害発生時等の被災地における精神医療の提供や病院等の支援を行うため、災害派遣精

神医療チーム(ＤＰＡＴ)に必要な資機材の整備に対し助成する。 

 補 助 先  ＤＰＡＴを新たに整備する精神科病院等 

 補 助 率  10/10 

 補 助 額  1チーム当たり1,000,000円上限 

 

  

支 給 対 象 基 準 額 支 給 額 

○新医療法人財団交道会(しもべ病院) 1床当たり2,052,000円 37,392 

○新社団医療法人峡南会(峡南病院) 1床当たり1,824,000円 28,728 

計  66,120 
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  ○ ヤングケアラー支援人材育成事業費                 2,062千円  

家事や家族の世話等を日常的に行っている児童生徒等を支援するため、教員や介護サー

ビス従事者等に対する研修会を開催する。 

（財源：児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金） 

 既定予算額  3,919 

 補 正 額  2,062 

   計    5,981 

 

  ○ 県有地賃料改定等対策事業費                   3,300千円  

適正な賃料を算定するため、不動産鑑定評価を行う。 

 実 施 箇 所  山中湖村山中地内 鳴沢村地内 富士河口湖町西湖地内 

 

  ○ 県有施設ＬＥＤ照明機器整備事業費                890,238千円  

2050年までの脱炭素化の実現に向け、県有施設のＣＯ２排出量の削減及び県内の取り組

みを牽引するため、ＬＥＤ照明機器への更新を推進する。 

（財源：脱炭素化推進事業債） 

 事 業 内 容  実施設計 更新工事 

 対 象 施 設  出先機関庁舎 県立学校等 

 

  ○ ○新環境整備事業団改革プラン策定事業費              20,257千円  

公共関与による産業廃棄物最終処分場の将来を見据えた適正な維持管理を図るため、新

たな計画を策定する。 

 事 業 内 容  検討委員会の開催 水質調査の実施 

 

  ○ 産業集積促進助成金                      779,044千円  

産業集積の促進及び雇用の創出を図るため、県内に立地して事業を開始した製造業者等

に対し、助成金を交付する。 

1 6年度助成金                         779,044     

   既定予算額  171,967 

   補 正 額  779,044 

     計    951,011 

2 7年度助成金(債務負担行為)                  (250,000)     

 

  ○ ○新ＧＩ山梨・甲州ワインプロモーション戦略策定事業費        6,600千円  

県産ワインのブランド力向上と輸出拡大を図るため、アフターコロナにおける最新の市

場動向を踏まえたプロモーション戦略を策定する。 

 事 業 内 容  アドバイザーの配置 市場調査の実施 
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  ○ ○新大型映像作品撮影等招致事業費補助金               20,000千円  

訴求力のある大型映像作品が本県にもたらす経済効果を実証するため、制作会社が行う

県内ロケ等に要する経費に対し助成する。 

 補 助 対 象  県内事業者に支払う宿泊費、施設使用料等(ただし、総額10,000,000円

以上の場合に限る。) 

 補 助 率  1/2 

 補 助 額  1事業者当たり20,000,000円上限 

 

  ○ ○新美術館附属デザインセンター事業費               67,594千円  

アート性の高いデザインを活用した地場産品の高付加価値化や顧客目線で解決策を探る

「デザイン思考」による社会的課題の解決を図るため、センターを設置する。 

1 整備事業費                          55,478     

   設置場所  県庁舎防災新館2Ｆ 

   開設時期  11月(予定) 

2 運営事業費                          12,116     

   事業内容  オープニングイベントの開催 ワークショップの実施 

         デザイナーによる商品開発への助言等 

 

  ○ ○新パラスポーツ用具整備事業費                   3,614千円  

身近な地域でパラスポーツに親しむ機会の拡充を図るため、県立施設の備品を整備する。 

（財源：諸収入） 

 整 備 箇 所  やまなしパラスポーツセンター 小瀬スポーツ公園 

 

  ○ ○新やまなしカーボンフリー農業モデル事業費             11,135千円  

農業分野の脱炭素化を実現し、環境負荷の低減とブランド力の強化による収益向上を図

るため、果樹試験場と総合農業技術センターにおいて現地実証を行う。 

（財源：環境保全基金繰入金） 

 事 業 内 容  ＥＶ軽トラックと電動農機の操作性、作業効率等の実証 

 

  ○ ○新教職の魅力発信強化事業費                    3,202千円  

教育現場を支える優れた人材を確保するため、大学・企業等と連携し、教職の魅力発信

等を行う。 

（財源：教員講習開設事業費等補助金） 
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〔公共事業費〕 

（単位：千円）  

区 分 既 定 予 算 額 ６月補正予算額 計 

林 政 5,339,998 1,260,733 6,600,731 

農 政 6,897,799 1,023,566 7,921,365 

県 土 整 備 29,049,789 14,064,856 43,114,645 

一般公共計 41,287,586 16,349,155 57,636,741 

災 害 復 旧 費 2,632,814  2,632,814 

合    計 43,920,400 16,349,155 60,269,555 

 
 

 

 


